【記入の前に必ずご確認ください】
本参加申請書は、参加希望者の区分に応じて記入箇所が異なります。
・自治体の方：A〜Fをご記入ください。（申込書：２―４ページ）
・民間企業・団体・個人の方：A〜Jをご記入ください。（申込書：５―９ページ）
※各項目の【必須】【任意】【該当者のみ】表示をご確認ください。
※「省略可」と記載のある欄は記入不要です。
※以下参考ください。
【自治体】
A 申請年月日【必須】
B 団体概要【必須】
C 構成員代表者【必須】
D 連絡担当者【該当者のみ】
E これまでの取組内容【任意】
F プラットフォームへの期待・連絡事項【任意】

【民間企業・その他団体構成員・個人】　
A 申請年月日【必須】
B ご所属の会社・団体概要【必須】
C 構成員代表者【必須】
D 連絡担当者【該当者のみ】
E 団体種別【必須】
F 業種・分野【任意】
G 参加申請の経緯【任意】
H これまでの取組内容【任意】
I プラットフォーム・WGで検討したいこと【任意】
J プラットフォーム参加への思い【任意】

※本書では以下の用語を使用します
 ・参加申請：本プラットフォームへの参加手続き
 ・WG：ワーキンググループ




参加申請書（自治体構成員）

脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム事務局宛
本プラットフォームの趣旨に賛同し、構成員として参加を申請します。
【参加申請書送付先メールアドレス】　<mirai_shikou@env.go.jp>　担当宛
【参加申請書郵送先】　〒100-8975 　東京都千代田区霞が関1-2-2　環境省　環境再生・資源循環局　福島再生・未来志向プロジェクト推進室内　
脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム事務局　担当宛

参加申請にあたり、以下の枠線内をご記入ください。
Ａ　申請年月日
	西暦
	　　　　年
	　　月
	　　日



B団体概要
	自治体名
	

	フリガナ
	



C　構成員代表者（本プラットフォームに実質的にご参加頂ける代表者の方）
	お名前
	

	フリガナ
	

	所属部署名
	

	職位
	

	メールアドレス
	

	電話番号
	

	勤務先住所
	〒







D　連絡担当者（本プラットフォームからの各種ご案内をする連絡窓口の方、構成員代表者と同じであれば省略可）　　※どちらかお一つにチェックをお付けください。
	☐
	構成員代表者と同じ　　→Eにお進みください。

	☐
	構成員代表者と異なる　→以下にご回答ください。

	お名前
	

	フリガナ
	

	所属部署名
	

	職位
	

	メールアドレス
	

	電話番号
	

	勤務先住所　※構成員代表者と同じ場合は、省略可
	〒



E　貴団体のこれまでの復興まちづくり、脱炭素等に対する取り組み内容
以下に、これまでの主な取組名をご回答ください。取り組み内容がわかるパンフレット等が有りましたら、添付いただいても結構です。
	（記入例） 
・再生可能エネルギー導入事業（2022年～）
・〇〇地区でのスマートシティ実証 
※箇条書きでも可
※2～5項目程度






F　プラットフォームへの期待、その他連絡事項
何かありましたら、以下にご自由にご回答ください。
	









参加申請書（民間企業・その他団体構成員・個人）

脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム事務局宛
本プラットフォームの趣旨に賛同し、「暴力団排除に関する誓約事項」（巻末）に合意した上で、構成員として参加を申請します。
【参加申請書送付先メールアドレス】　<mirai_shikou@env.go.jp>　宛
【参加申請書郵送先】　〒100-8975 　東京都千代田区霞が関1-2-2　環境省　環境再生・資源循環局　福島再生・未来志向プロジェクト推進室内　
脱炭素×復興まちづくりプラットフォーム事務局宛

参加申請にあたり、以下の太枠線内をご記入ください。
Ａ　申請年月日
	西暦
	　　　　年
	　　月
	　　日



Bご所属の会社・団体概要（該当するもののみお答えください。個人の方は勤務先の、名称のみお答えください）
	会社・団体名
	

	フリガナ
	

	本社・本部等所在地
	〒

	代表者
	役職
	

	
	お名前
	

	
	フリガナ
	

	ウェブサイトURL
	

	資本金
	

	従業員数
	



C　構成員代表者（本プラットフォームに実質的にご参加頂ける代表者の方。個人の方は、「所属部署名」欄に 　「（個人）」とご記入ください。
	☐
	Ｂの会社・団体代表者と同じ場合はチェックをお付けください

	※Ｂの代表者と同じ場合は省略可
	お名前
	

	
	フリガナ
	

	
	所属部署名
	

	
	職位
	

	メールアドレス
	

	電話番号
	

	勤務先住所
※本社・本部等所在地と同じ場合は、省略可
	〒


D　連絡担当者（本プラットフォームからの各種ご案内をする連絡窓口の方。構成員代表者と同じであれば省略可）　　※どちらかお一つにチェックをお付けください。
	☐
	構成員代表者と同じ　　→Eにお進みください。

	☐
	構成員代表者と異なる　→以下にご回答ください。

	お名前
	

	フリガナ
	

	所属部署名
	

	職位
	

	メールアドレス
	

	電話番号
	

	勤務先住所　※構成員代表者と同じ場合は、省略可
	〒



E　団体種別
　以下のうちから貴社・団体の最も該当すると思われる種別をお選び選択ください。（団体種別については、最終的には事務局の方で申請内容に基づき判断させていただきます。）
	☐
☐
☐
	ア.企業
イ.業界団体
ウ.NPO・NGO等
	☐
☐
	エ. 大学・学術研究機関
オ．その他　→具体的に
（　　　　　　　　　　　　　　）



F　業種・分野
　以下のうちから貴社・団体の最も該当すると思われる業種をお選び選択ください。（構成員の業種については最終的には事務局の方で申請内容に基づき判断させていただきます。）
	☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
	A.農業，林業
B.漁業
C.鉱業，採石業，砂利採取業
D.建設業
E.製造業
F.電気・ガス・熱供給・水道業
G.通信業
H.運輸業，郵便業
Ｉ.卸売業，小売業
Ｊ.金融業，保険業
Ｋ.不動産業，物品賃貸業
	☐
☐
☐
☐
☐
☐

☐
☐
	Ｌ.学術研究，専門・技術サービス業Ｍ.宿泊業，飲食サービス業
Ｎ.生活関連サービス業，娯楽業
Ｏ.教育，学習支援業
Ｐ.医療，福祉
Ｑ.サービス業（他に分類されないもの）
Ｒ.公務（他に分類されるものを除く）
Ｓ.その他



[bookmark: _Hlk98494468]G　参加を申請された経緯
	☐

☐

☐

☐

☐

☐

	１．避難12市町村からの推薦を受けて
推薦者：○○町○○課○○
２．プラットフォーム参加企業等からの紹介（具体的に記載してください）
紹介企業等：○○株式会社○○課○○
３．プラットフォーム参加者（個人）からの紹介
紹介者：○○
４．ワーキンググループ（WG）からの紹介
WG名：○○WG（担当者名）
５．プラットフォームに関する記事などを見て
記事名：○○新聞
６．その他
紹介者または、経緯など：○○○



H　貴社・団体のこれまでの復興まちづくり、脱炭素等に対する取組内容（回答内容を別途紹介させていただく場合がございます）
参加を希望するWGテーマに関連したこれまでの取組があれば、以下にご回答ください。また過去にプラットフォームやWG等、会議体への参画・主導経験があればご回答ください。取組内容がわかるパンフレット等が有りましたら、添付いただいても結構です。

※実績・経験がないことにより、ご希望者様のWGへの参加を妨げるものではございませんので、記入なしでも構いません。
	（記入例） 
・再生可能エネルギー導入事業（2022年～）
・〇〇地区でのスマートシティ実証 
※箇条書きでも可
※2～5項目程度






I　本プラットフォーム・WGで検討・協議したいこと（回答内容を別途紹介させていただく場合がございます）
貴社・団体が本プラットフォーム・WGで検討・協議したいとお考えのことがあればご回答ください。
	（記入例） 
・浜通り12市町村における再生可能エネルギー導入と、地域経済循環の両立に向けた仕組みづくりについて検討したい。





J　プラットフォーム・WG参加への思い（回答内容を別途紹介させていただく場合がございます）
貴社・団体が本プラットフォーム・WGに参加するにあたっての思いやお考え、進め方のアイデアなどがあれば以下にご回答ください。
	（記入例）
復興と脱炭素を同時に進めるためには、自治体・企業・団体それぞれの立場からの知見を持ち寄ることが重要だと考えています。
本プラットフォーム・WGに参加し、他の参加者との意見交換や事例共有を通じて、実現可能な取組の検討に貢献したいと考えています。










注意事項
以下、内容をご確認くださいますようお願いいたします。
・企業構成員の方は、プラットフォームウェブサイトに、「構成員名」、お持ちであれば「企業名ロゴ」を掲出させていただきます。
・「ロゴ」につきましては、参加承認後、別途、事務局よりご提供を依頼します。

	[bookmark: _Hlk93925368]暴力団排除に関する誓約事項
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記の構成員として不適当
な者のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな
っても、異議は一切申し立てません。

構成員として不適当な者
①法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
②役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
③役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
④役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき





